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Ⅰ．事業計画 

１．事業計画概要 

 本研究所は、基礎研究及び応用研究を通じて日本の化学産業の礎となる独創的な

化学技術の種を創出する研究機関として１９６３年に設立され、１９６５年に研究活動を

開始した。折しも当時の日本は目覚ましい高度経済成長の 中にあり、石油化学企業

が新たに造成された臨海工業地帯にて競争力の高い化成品を次々と事業化しており、

爾後、本研究所は半世紀余りに渡り多くの有用な化学技術を創出し、化学産業の発

展に大きく貢献してきた。 

 新型コロナウイルス感染症（ＣＯＶＩＤ－１９）のパンデミック（世界的大流行）から３年

が経過し、その感染症法上の位置づけの議論が行われるなど、本邦はぎこちないなが

らも感染拡大防止と社会経済活動の両立へ向け歩みを進め始めている。一方でこの

パンデミックは、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の加速度的な普及や４０年ぶり

となるインフレーションなど、コロナ禍前には予想だにしなかった大きな変動をもたらして

いる。 

 経済活動の正常化にともなうインフレ局面においては、実質賃金を上昇させ生活水

準や需要を保護せねばならないが、そのためには技術革新による生産性向上が不可

欠となる。化学産業においても研究開発投資に加えて、ＤＸ推進の取り組みおよび環

境整備が進んでおり、ビッグデータ、ＡＩを活用したＭＩ（マテリアルズインフォマティック

ス）やロボット技術を用いた研究のハイスループット化等の技術革新を目指した先端技

術の導入が進められている。また、自社外にアイデアや技術を求めるオープンイノベー

ションを積極的に利用する潮流も相まって、化学産業界の研究開発における戦略的ハ

ブとしての本研究所の重要性は益々増大すると想定している。 

 「化学」と「工業」を結ぶ基礎研究の場を提供し次世代の化学工業の礎となる革新技

術の種を生み出すことを目標とする本研究所は、設立の理念に立ち返り、将来に亘り

化学の力を用いて日本社会に貢献する研究機関であり続けるべく、５ケ年計画「ＳＡＧ

ＡＭＩ ２０２６」を精力的に推進している。本研究所の主要事業である「研究事業」、

「広報事業」、「教育事業」の３つの公益目的事業のうち、特に主軸である研究事業に

おいては、保有する先端的技術シーズや研究機能を広く社会に還元すべく、化学産

業の持続的な成長や国際競争力強化に繋がる実践的技術／イノベーションの創成的

研究と、新しい学術分野の開拓を目指して長期的視野に立って推し進める核心的基

礎研究を両輪とし、これをバランスよく推進する研究機関であることを目指す。 

 ＤＸ、ＡＩ等のデジタル技術の活用には大容量データを高速で送受信する必要があり、

これを可能とする次世代通信技術分野に注目が集まっている。本研究所は卓越した

有機合成技術をもって先進的素材・材料を創出し、本分野におけるイノベーションを先

導していく。優れた波長分散や誘電率などの電気的・光学的特性に加え、熱および機

械物性を満たす新しいπ共役あるいは含フッ素高分子材料とその原料モノマー、また

ＡＲ（拡張現実）グラスやスマートウォッチ等の多様化するユーザーインターフェースが
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必要とする各種センサーや表示素子に用いる有機電子材料並びに有機機能性色素

の新規創製研究に取組む。 

 本邦の化学産業は、ナフサ分解により得られた各種留分を様々な基礎化学品へ誘

導することで、素材、電子材料、医農薬など、川下産業の国際的な産業競争力の源泉

としている。しかしながら、化学産業は化学品の製造工程、および使用済みとなった化

学品の処理工程の双方で大量のＣＯ２を排出するため、カーボンニュートラルの観点か

らＣＯ２の排出抑制並びに有効利用（リサイクル）に関する技術開発を両輪として推進

する必要がある。電気自動車（ＥＶ）を筆頭とした電化推進によるＣＯ２排出抑制のため

需要が急増しているリチウムイオン電池用添加剤、カーボンリサイクルの取り組みとして

炭素固定化反応を利用した実践的なポリマー製造プロセスの開発など、本研究所が

長年にわたり蓄積してきた有機合成化学に関する高度な知見を活用し、これらの課題

に精力的に取組む。また、π共役・複素環化合物及びフッ素化学分野を本研究所の

研究開発力を も発揮することのできる重点研究領域と定義し、ここに研究資源を集

中的に投下することで、独自の技術シーズ及び学際的成果の創出を追求する核心的

基礎研究を推進する。 

 革新技術の創出は、純粋な好奇心と探究心に基づく基礎研究のみならず、成果に

対する社会的責任に裏付けられた研究活動によってもたらされるものである。本研究

所は、基盤とする有機合成化学における研究能力を存分に活用する一方で、生産設

備面、製品評価面、原資面での不足を補うために広く産業界と連携を深めながら、日

本の産業及び学術の進歩・発展に資する有用物質、並びに有用物質の効率的な製

造技術の創製に貢献することを事業方針とする。 

 

２．研究事業 

２−１．研究活動の計画 

 ５ケ年計画の３年目となる本年度は、限られた研究資源を本研究所の基盤である有

機合成化学分野に集中し、研究効率の向上と成果の早期創出を図るため、バイオテク

ノロジーを主に扱う研究グループ（生命化学グループ）を廃止する。一方、バイオ素材

やバイオマーカー、生理活性物質など、有機化学との学際領域に位置する研究テー

マについては他の６つの研究グループに引継ぎ、これら有機合成化学を背景技術とす

る６グループから構成される研究部門で研究活動を行う。 

 重点研究領域に指定した「π 共役・複素環化合物」の研究に取組むグループとして

は、有機材料化学グループ、電子材料化学グループ及び高分子化学グループがあり、

主に π 電子系の特異な性質を利用した機能物質の創製を目指して研究展開を図る。

もう一つの重点研究領域である「フッ素化学」に特化した研究を行う精密有機化学グ

ループでは、フッ素原子の特徴を活かした光学・電子材料や生物活性物質の創製と、

それら新しい含フッ素化合物の製造手法の開発を担う。触媒有機化学グループは、錯

体あるいは配位性超分子化学に特化し、触媒として機能する金属錯体や多孔体の光
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学材料への展開を行う。生物制御化学グループは、有用な生物制御物質および環境

保全物質の創製の開発に取り組む。また、研究部門をあげて、ＳＤＧｓを志向したカー

ボンニュートラルを実現する研究にも積極的に取り組む。研究支援部門には、研究部

門で行われる様々な研究活動を側面からサポートするグループとして、製造技術グ

ループ並びに分析グループを置く。研究領域を問わず必要となる、迅速かつ安定的な

原料供給や精確で信頼性の高い各種分析技術を提供することで、研究所の生産性の

底上げに取り組む。 

 本年度、研究部門では、重点研究領域であるπ共役・複素環化合物にかかる研究と

して有機光電変換素子に利用する各種の電荷輸送材や色素、導電性や半導体特性

を示す新しい共役高分子、光学ディスプレイ用途であるｎ型液晶材料、屈折率変調材

料及び波長変換材料など、機能性有機材料を標的として開発を行う。フッ素化学（重

点研究領域）を活用した研究としては、リチウムイオン電池用添加剤や界面活性剤、生

物制御物質等の低分子含フッ素材料、光通信など光学用途への利用が期待される含

フッ素高分子材料、さらにはこれらの高分子材料の合成に用いる新規な含フッ素モノ

マーや添加剤の開発に取り組む。カーボンニュートラルに資する取り組みとして、ポリウ

レタン樹脂をＣＯ２固定化反応により製造する反応や、使用済みの同樹脂を化学分解

し有価物へリサイクルする手法の開発に注力する。その他、ゼオライト合成用構造指向

剤、病害虫・雑草を制御する化学農薬の創製にも精力的に取り組む。以下に２０２３年

度の各研究グループの研究課題と研究計画を要約する。 

 

有機材料化学グループ 

新しいエネルギー変換機能を有する機能性有機材料の開発 

グループリーダー 相原秀典 

 本グループでは、有機合成及び材料化学を基盤とする物質創製を通して、光や電場、

磁場といった様々なエネルギー場に応答して優れた機能を発現する新しいπ共役・複

素環化合物の開発に取り組んでいる。今年度は、極端に深いＬＵＭＯ準位をもつｎ型

半導体材料、液晶材料、自己消火・難燃性物質、刺激応答性液体材料などの多様な

機能をもつπ共役化合物をターゲットとし、機械学習やフロー合成、自動合成といった

新しい技術を積極的に導入することで探索の速度を飛躍的に拡大した材料開発を行

う。また、この主幹たる有機材料の開発研究において抽出された学術的に意義のある

反応や化合物について深掘りする核心的基礎研究についても精力的に取り組む。 

 

電子材料化学グループ 

特異な光学機能を有する有機電子材料の開発 

グループリーダー 山縣拓也 

 本グループでは、複素芳香族化合物や有機金属錯体等が分子変換に呼応し、特異

な電子構造を発現することを利用し、優れた電気的・光学的特性（電界発光や電荷移

動能等）を有する新しい機能性有機電子材料の開発に取り組む。今年度は色素材料

の持つ高い吸光度などを活用することで、社会のＩｏＴ（モノのインターネット）化を支え
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る高効率な有機光電変換材料や有機電気光学材料の開発に注力する。また新しい複

素芳香族化合物の開発を通して電荷輸送材料などの開発も行う。一方、これまでのプ

ロセス開発研究の知見を活用し、ウレタン樹脂原料であるイソシアネート製造技術の開

発研究にも取り組む。これらの開発研究により得られた有機電子材料に関する知的財

産や、その分子設計理論などの研究成果を産学界へ提供し、化学産業界の発展に寄

与する。 

 

高分子化学グループ 

新規重合反応と機能性高分子材料の研究開発 

グループリーダー 脇岡正幸 

 本グループは、触媒化学、有機化学、高分子化学、計算化学を基盤技術とし、新た

な機能性高分子材料の創製と、従来技術では達成できなかった高効率・高選択的重

合法の開発、さらには、高分子化学の未踏分野の開拓を目指して研究を行っている。

今年度は、新規高分子半導体の開発や高活性・高共重合性を有する新規メタロセン

錯体の開発、Ｃ５共役ジエンモノマーの環化重合技術構築、高導電性高分子材料に

関する研究、新しいπ共役系高分子材料の合成研究にそれぞれ取り組む。各研究課

題に対して、様々な研究手法を適用することにより、目標の達成を目指す。すなわち、

一般的な実験化学に加え、反応中間体の単離・同定や反応速度論解析などの高度な

技術を要する実験化学、計算化学による電子状態解析や反応経路解析、機械学習・

深層学習による数値モデル解析・画像解析を駆使することにより、独自の研究を展開

する。 

 

精密有機化学グループ 

精密化学品製造を志向する分子変換反応の設計と開発 

グループリーダー 井上宗宣 

 本グループでは、新しい分子変換反応の設計・開発を基盤研究として遂行し、社会

的に有用な精密化学品を効率的に製造するプロセスの開発及び機能的に優れた付

加価値の高い機能物質の創製へと展開する。プロセス開発研究では、経済的、汎用

的かつ低環境負荷型合成法の確立を志向し、医農薬・電子材料等の製造中間体で

ある有機ファインケミカルズ、フッ素系高分子用モノマー及びポリウレタン樹脂用材料の

新規・改良製造法の開発に取り組む。また、光化学、電気化学等も駆使し、未知のフッ

素材料開発につながる革新的フッ素化技術の構築にも取り組む。物質創製研究では、

プロセス開発研究で見出した合成手法を利用してＩｏＴ時代を支える様々な機能性フッ

素材料の創製に取り組む。 

 

触媒有機化学グループ 

新しい多孔性機能材料の創製とその利用 

グループリーダー 荒木啓介 

 本グループでは、錯体化学、超分子化学を基軸として、配位高分子やゼオライトなど
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の均一な細孔構造を有する多孔性機能材料の精密合成とその化学的・物理的機能を

活用した新規な反応プロセスの開発研究を行う。今年度は、ハイシリカ組成を有する大

細孔多次元ゼオライト製造用の新規構造指向剤の開発や次世代電池材料を指向した

新規多孔性炭素材料の開発に取り組む。また、有機合成化学・錯体化学の知見を活

かして、希土類錯体を用いた新規波長変換材料の開発やＣＯ２を原料としたホルマリン

代替反応の探索にも取り組む。さらに、これらの研究で得られた知見を学術界・産業界

に情報発信することで社会貢献を目指す。 

 

生物制御化学グループ 

新規な生物制御物質の創製と環境配慮型反応の開発 

グループリーダー 小林 修 

 本グループでは、有機合成化学や複素環化学を基軸として、生物制御物質や環境

に配慮した反応の創製研究に取り組む。新しい生物制御物質（主に化学農薬、抗菌

剤、防カビ剤、防藻剤）は、化学的・生化学的な仮説あるいは計算化学に基づき分子

設計した標的化合物を効率よく合成し、各種評価を進め、早期の開発候補化合物の

創出を目指す。また、環境意識の高まりから持続可能な社会の実現に向けたリサイク

ル技術や反応の開発研究にも精力的に取り組む。他方、これまでの合成研究の知見

を援用し、電子光学機能を有する機能性モノマー等の探索研究にも取り組む。さらに

は、自ら見出したこれらの有用化合物を簡便に効率よく製造できる工業的な製造方法

を開発し、早期の実用化を目指す。 

 

製造技術グループ 

グループリーダー 井上宗宣（兼任） 

 本グループでは、所内の研究グループが取り組む様々な合成研究に用いる原料化

合物や共通中間体の合成、プロセス開発におけるスケールアップの実証、技術情報調

査などの研究支援業務を行い、研究所の効率的な研究活動の推進に寄与する。また、

研究開発に関わる外部機関からの支援要請に対しても、可能な範囲で対応する。本

年度は、ウレタン材料、ポリイミド用材料およびケイ素系材料の合成検討を行う。 

 

分析グループ 

グループリーダー 荒木啓介（兼任） 

 本グループでは、ＮＭＲ、単結晶及び粉末Ｘ線回折装置などの構造解析装置、各種

分光光度計（ＵＶ－Ｖｉｓ－ＮＩＲ，ＦＬ，ＩＲ）、質量分析計（ＧＣ，ＬＣ，ＭＡＬＤＩ／ＴＯＦ，

ＡＣＰＩ，ＥＳＩ）分離・分析装置（ＨＰＬＣ，ＧＰＣ，ＧＣ，リサイクル分取ＧＰＣ）の他、融点

測定装置、熱分析装置及びＢＥＴ測定装置など、研究所が保有する分析機器類の保

守・維持管理を行い、各グループの分析業務を支援する。また、外部機関からの分析

依頼にも応じる。 
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２−２．効率的な研究体制 

 本研究所が重点研究領域に掲げるπ共役・複素環化合物やフッ素化学の分野にお

いては、それぞれの特徴を活かした機能性物質が開発ターゲットとなるが、新規性に富

み意外性のある化合物を創製する基礎研究はもとより、それらに社会ニーズに即した

優れた機能を付与する応用・実用化研究までを完遂する広範な研究開発力が必要で

ある。しかしながら、本研究所は、自ら見出した新規かつ多様な機能性物質を、総合的

に評価するシステムや多面的に応用展開を図る機能を必ずしも十分に保有している訳

ではない。そこで、実用に即した評価・解析機能を有する大学や企業などの外部機関

と連携して、情報や知見の蓄積・共有化を深めることで、オンタイムに産業界に貢献し

うる研究開発活動を展開する。 

 

３．広報事業 

 産業界と大学等の公的機関との連携は日本の科学技術の高揚に資するものであり、

産学官共通の課題として取り組まれている。本研究所においても、講演会や学術セミ

ナーなどを継続的に開催して産学官の研究者や技術者との意見・情報交換に努め、

新の学術・技術情報の共有化を図っている。学術セミナーとしては、フッ素相模セミ

ナー（６月）、高分子相模セミナー（１２月）、農薬相模セミナー（１月）及び材料相模セ

ミナー（３月）を定期的に開催し、大学や産業界の多分野の研究者・技術者との活発な

議論の場を提供してゆく。さらに、当研究所で見出された研究成果を特許出願や学会

発表、論文投稿、プレスリリースを通して広く社会に公開する広報活動にも積極的に取

り組む。研究管理部門内に設置した「教育・広報部」を中心に、研究所ホームページの

刷新やソーシャルネットワーキングサービス（ＳＮＳ）の活用を進め、工業的並びに学術

的成果に関する情報発信力の強化に努める。 

 

４．教育事業 

 自然科学分野における国際競争力を高め、質の高い研究成果を創生するための資

本は「人」であり、創造性豊かで意欲的な若手研究者を育成することは、本研究所の

重要な公益目的事業の一つである。前年度に引き続き、国内外の大学等から卒業研

究生や大学院生、インターンシップ学生を積極的に受け入れ、主に化学に関わる基礎

から高度な専門的研究に関する教育及び研究指導を行うとともに、本研究所の研究

員を非常勤講師や連携教員として派遣することで、大学等での高等教育の一翼を担う。

また、中高生を対象とした「相模中研化学実験教室」を開催し、高い水準の化学実験

の体験を提供することで化学の楽しさともに知的好奇心・興味を喚起し、将来の化学

産業を担う理系人材の育成に努める。 
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Ⅱ．庶務事項 

１．理事会・評議員会に関する事項 

 規程に則り、６月上旬と来年３月下旬に理事会を、また、６月下旬に定時評議員会を

開催する。事業計画、予算、事業報告及び決算の承認など通常の審議事項に関する

審議を予定している。 

 

２．研究組織に関する事項 

 ２０２３年度は、重点的に研究を推進すべき２つの研究分野、すなわち、主にπ共役・

複素環化合物の研究に携わる有機材料化学・電子材料化学・高分子化学グループ、

フッ素化学に取り組む精密有機化学、主に錯体材料・生物制御物質の開発に取り組

む触媒有機化学・生物制御化学の計６グループからなる研究部門と、この研究部門の

活動をサポートする製造技術・分析グループからなる研究支援部門をもって、２部門・

８グループ体制で効率的かつ精力的に研究を展開する。２０２３年度の研究所の組織

図を図１に示した。 
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図１．公益財団法人相模中央化学研究所 組織図 

２０２３年４月１日計画 
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３．人員に関する事項 

 ２０２２年度には６名の若手研究員を採用し、研究員の若返りを図ったが、２０２３年度

にもさらに６名の研究員の採用を予定している。２０２３年４月１日時点での研究部門の

人員は、企業からの出向研究員や派遣社員も含めて４９名である（表１）。 

 

表１．公益財団法人相模中央化学研究所 人員表 

２０２３年４月１日計画 

 ２０２２年４月 ２０２３年４月 増減 異動の内訳 

役 員 等 

理事長 １ １ 

－１ 

就任 

退任 

異動 

２ 

３ 

０ 

常勤理事 ３ ３ 

研究顧問 ２ ０ 

参 与 ０ １ 

事 務 部 

事務局長 １＊ １＊ 

－１ 

採用・受入 

退職・帰任 

異動 

２ 

３ 

０ 

事務部長 １ １ 

事 務 ８ ７ 

研究企画部 
部 長 １ １ 

±０ 

採用・受入 

退職・帰任 

異動 

０ 

０ 

０ 事 務 １＊ １＊ 

特許・渉外部 
部 長 １ １ 

±０ 

採用・受入 

退職・帰任 

異動 

０ 

０ 

０ 事 務 １＊ １＊ 

研究部門 

所長・副所長 ２＊ ２＊ 

－３ 

採用・受入 

退職・帰任 

異動 

１２ 

１５ 

４ 

所 員 ３９ ３８ 

出向研究員 ７ ５ 

派遣社員 ４ ４ 

計 ６７ ６２ －５ 
就任・採用・受入 

退任・退職・帰任 

１６ 

２１ 

＊）兼任 

 

 本研究所では重点研究領域に関して、有機電子材料、機能性色素、導電性ポリ

マーと及びその原料モノマーなどの機能物質に目標を定め、多様な研究分野の知識

や技術を横断的に導入して、革新的な技術シーズの創出、延いては価値ある技術や

製品の提供を達成すべく、研究能力の強化を図る。２０２３年度には、有機合成化学、

材料化学、フッ素化学分野、また、本研究所の基板とする有機合成技術に変革をもた

らす新技術として自動合成並びに機械学習分野の研究者の拡充を予定している。 

 


